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ま　え　が　き
　本稿は現代日本の地方圏に存在する中心地の体系が経年的に変化をとげていく空間的過程を，そ
こに立地する中心地機能の側面から解明しようとする実証研究の第３報である。栃木県北東部の那
須地域を事例として，モータリゼーションの拡散期に当たる1978年とその飽和期を迎えた2010年
の時間断面においてカタログ法で収集した中心地機能の数値資料を分析することにより，中心地機
能のサイズと種類数における年次変化，および中心地階層構造における年次変化の両面について考
察する。統計的方法による資料分析と併せて，ミクロスケールでの地域変化を観察するための実地
調査を行った。
１．中心地機能のサイズにおける年次変化
　本節では，業種別事業所数の年次変化に内在するさまざまな地区間変動のプロフィールを統計的
方法の主成分分析で要約し，業種により相違することがある程度予期される年次変化のタイプを抽
出するとともに，業種のタイプにおける地理空間的パターンと年次変化の背景について考察する。
　１－１　主成分分析による業種タイプの抽出
　中分類業種と統計単位地区を交差して作成される事業所数年次変化量の資料集合に対して主成分
分析を適用する。これにより抽出される主成分は，地区間変動のプロフィールが似た者同士からな
る業種のタイプに相当するものである。中分類は36組からなる業種が両年次の間で合致しており，
通時的分析の枠組みには都合がよい。
　手順は次のとおりである。まず，中分類別・地区別事業所数の年次変化量を計算し，資料集合を
作成する（表－１）。その変化量 xij は中分類 i ，地区 j の2010年における事業所数から1978年に
おける事業所数を引いた差である。次いで，xij を配した地理行列（36×254）に対して主成分分析
の電算プログラムを適用する１）。この際，資料集合の各変数は共通の単位をもっているので，分散
共分散行列V から出発する手法を用いてみよう。
　さて，主成分分析で抽出された36主成分については λ ≥trace（V ）/36＝966.955/36＝26.86の条件
を満たす第３主成分までに，全体の約90パーセントの情報が集約されている。固有値 λ の大きさ
は，第１主成分732.294（75.7パーセント），第２主成分109.460（11.3），第３主成分33.271（3.4），
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第４主成分21.828（2.6），…，のとおりである。以上要するに，上位３主成分をとり上げれば十分
である。表－２は３主成分に対応する個々の変数の成分負荷量２）を示したものである。これより
先，主成分による寄与率が50パーセントを超える核変数にもとづいて，各主成分を解釈しよう。
表－２　分散共分散行列から求めた３主成分に対応する成分負荷量
変  数 1z  2z  3z       変  数 1z  2z  3z  
A01衣料品 0.943 －0.050 0.139 B11環境衛生 －0.407   0.722   0.328 
A02食料品 0.956 －0.167   0.222 B12娯楽・スポーツ施設 －0.221   0.559   0.155 
A03日用品 0.966 －0.089   0.083 B13組合団体・各種事務所   0.327   0.741 －0.136 
A04書籍・紙・事務用品   0.645 －0.132   0.240 B14サービス・賃貸 －0.710   0.609   0.120 
A05貴金属・装身具・装飾品   0.325   0.597   0.066 B15自由業   0.720 －0.439 －0.069 
A06趣味・娯楽・スポ ツー用品   0.487   0.527   0.116 C01繊維工業・縫製加工   0.827 －0.154   0.240 
A07市場・デパート －0.666   0.559   0.180 C02食品工業・食料品製造   0.856 －0.129   0.154 
A08自動車・自転車   0.276 －0.356   0.441 C03家具・日用品・木工・雑貨  0.791 －0.321   0.009 
B01飲食   0.635   0.706   0.141 C04建築材料・建設材料   0.933 －0.035 －0.091 
B02旅館・ホテル   0.328   0.349   0.131 C05精密機器・光学機器   0.390   0.096   0.323 
B03医療保健 －0.133   0.610   0.199 C06電気工業・電気機器   0.060   0.013   0.340 
B04電力・ガス   0.729 －0.227   0.018 C07各種機械・材料製造   0.778   0.074   0.218 
B05教育・文化施設 －0.694   0.526   0.244 C08金属工業・金属材料   0.833 －0.140   0.282 
B06宗教・葬祭 －0.132 －0.164   0.438 C09輸送用機器   0.637   0.056 －0.107 
B07運輸・通信・倉庫   0.378   0.282 －0.126 C10化学工業   0.428 －0.289   0.276 
B08金融・保険・不動産   0.483   0.747 －0.128 C11窯業   0.333   0.081 －0.207 
B09出版・印刷・報道・宣伝   0.802   0.130   0.018 C12農林・畜産・水産   0.654 －0.311 －0.117 
B10建設・設備工事   0.973   0.110 －0.189 D 官公署   0.663   0.149   0.170 
網かけは各主成分による寄与率50パーセント以上を示す。 
表－１　主成分分析における入力変数の簡約統計量表－１ 主成分分析における入力変数の簡約統計量 
変 数 合計 平均 標準偏差 変 数 合計 平均 標準偏差 
A01衣料品 －314 －1.24   6.18 B11環境衛生   326    1.28    5.47 
A02食料品 －834 －3.28  14.41 B12娯楽・スポーツ施設    158    0.62    2.06 
A03日用品  －638 －2.50   9.16 B13組合団体・各種事務所     36    0.14    2.16 
A04書籍・紙・事務用品 －46 －0.18   1.62 B14サービス・賃貸    465    1.83    5.95 
A05貴金属・装身具等     28   0.11   1.23 B15自由業 －23 －0.09    1.47 
A06趣味・スポーツ用品等 －20 －0.08   2.58 C01繊維工業・縫製加工 －149 －0.59    2.66 
A07市場・デパート    132   0.52   1.56 C02食品工業等 －97 －0.38    2.41 
A08自動車・自転車    5   0.02   1.29 C03家具・日用品・木工等 －110 －0.43    2.63 
B01飲食     59   0.23   7.99 C04建築材料・建設材料 －410 －1.61    6.99 
B02旅館・ホテル     82   0.32   4.31 C05精密機器・光学機器 －26 －0.10    1.28 
B03医療保健     26   0.10   2.76 C06電気工業・電気機器     37    0.15    1.02 
B04電力・ガス   －12 －0.04   0.37 C07各種機械・材料製造      8    0.03    2.34 
B05教育・文化施設    197   0.78   3.21 C08金属工業・金属材料 －216 －0.85    4.33 
B06宗教・葬祭     71   0.28   0.90 C09輸送用機器     98    0.39    1.74 
B07運輸・通信・倉庫     67   0.26   1.82 C10化学工業     55    0.22    1.34 
B08金融・保険・不動産     16   0.06   6.14 C11窯業      0      0    0.37 
B09出版・印刷・報道等      3   0.01   1.67 C12農林・畜産・水産 －63 －0.25    0.78 
B10建設・設備工事  －799 －3.15  17.27 D 官公署 －26 －0.10    1.07 
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　第１主成分（z1）：正の大きな負荷量が多い一方，二極構造のようにもみえる。正の大きな核変
数をひろい上げると買物系の衣料品（A01），食料品（A02），日用品（A03），暮らし系の電力・
ガス（B04），出版・印刷・報道・宣伝（B09），建設・設備工事（B10），自由業（B15），製造・
卸系の繊維工業・縫製加工（C01），食品工業・食料品製造（C02），家具・日用品・木工・雑貨製
造（C03），建築材料・建設材料（C04），各種機械・材料製造（C07），金属工業・金属材料（C08）
などである。これらの核変数は買物系，暮らし系および製造・卸系の３大分類のカテゴリーにま
たがっている。また，その大部分は標準偏差が非常に大きく３），合計値が大きな負数を示している
（表－１）。大きな負数は，第１主成分の核となる中心地機能の業種が32年の対象期間内に地域全
体でいちじるしく減少したという事実を示している。他方，サービス・賃貸（B14）のように負の
負荷量を示す核変数も少数ながらある。加えて，市場・デパート（A07）と教育・文化施設（B05）
の２変数が負の負荷量と50パーセントに近い寄与率とを示している。この負の負荷量を示す業種
部門には，対象期間内に急成長した新規参入業種が含まれる。コンビニエンスストアや各種学校・
塾，介護サービスはその好例である。
　第１主成分の核変数は変化量そのものが大きいという共通点をもつ。しかし，官公署以外の３大
分類にまたがるため，その多様性の要約は容易ではない。ただし，成分負荷量の大きさが 0.9以上
の変数――衣料品，食料品，日用品，建設・設備工事および建築材料・建設材料――に限って考慮
すれば，この業種群は生活必需品物販業と住宅関連産業から構成されており，地域住民の衣食住を
支持する普遍的機能〔local day-to-day goods supply function〕であることがわかる。したがって，
第１主成分はこのような機能単位の変化量を示すものと結論づけよう。
　次に，各地区に対する主成分のスコアを求める。このスコアは固有ベクトルの係数を用いて次式
のとおり計算される。
z1＝0.215xA01＋0.509xA02＋0.327xA03＋…＋0.026xD
主成分スコアの両端を図－１の順
位・規模分布として示すが，この一
組のスコアは標準化されていないの
で正数スコアは重み付事業所数が年
次間で増加したこと，負数スコアは
それが減少したことを明確に区別す
る。この図によれば，負数スコアへ
の片寄りが特徴的である。とりわけ，
黒磯（－261）・大田原（－213）・西
那須野（－179）・烏山（－145）はこ
の業種部門における事業所数の極端な
までの減少を示している。地域全体で
は69パーセントに上る地区が負数ス
コアをもっている。また同時に，スコ
アの原点付近における分布が非常に多
い点が特徴的である。たとえば，第33
図－１　第１主成分スコアの順位・規模分布
第31位～第224位のプロットは省略。
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位の宇田川（0.96）から第148位の桧木沢（－0.99）までの，全体の46パーセントが±１以内のス
コアをもっている。要するに，第１主成分の業種部門は約半数の地区においてほんの小さな変化で
あったことがわかる。
　第２主成分（z2）： この主成分もまた正の大きな負荷量が多い。具体的には暮らし系の飲食（B01），
金融・保険・不動産（B08），環境衛生（B11），組合団体・各種事務所（B13）の４変数であるが，
これらの業種は飲食サービス機能〔restaurant business and service function〕の名のもとに一括で
きよう。それゆえ，第２主成分はこのような機能単位の変化量であると解釈する。核変数は第１主
成分の場合と同様に，標準偏差が大きい（表－１）。また，概して大きな正数を示す合計値は，こ
の主成分に相当する業種部門の地域全体的な発展を示している。
　次に各地区に対する主成分スコアを求める。第２主成分の非標準化スコアは固有ベクトルの係数
を用いて
z2＝－0.029xA01－0.230xA02－0.078xA03＋…＋0.015xD
と計算される。図－２は第２主成分
スコアの順位・規模分布を示したも
のである。この図によれば，原点付
近のスコアが多数あり，第100位の
梁瀬（＋0.98）から第244位の健武
（－0.90）までの，全体の57パーセ
ントは±１以内にある。こうしたプ
ロフィールの特徴は第１主成分と類
似する。しかし，大田原（＋74）・
西那須野（＋69）・田代（＋46）・上
厚崎（＋27）・池田（＋22）のよう
に比較的大きな正数スコアが多くあ
る点で異なる。正数スコアは全体の81パーセントにも及ぶ。
　第３主成分：上述した二つの主成分のように，正の負荷量が目立つ。すなわち，自動車・自転車
（A08），宗教・葬祭（B06），環境衛生（B11），精密機器・光学機器（C05），電気工業・電気機器
（C06）などであるが，これらの業種には共通的な性質は認められず，主成分による寄与率が50パー
セントを超える核変数は一つとしてない。それゆえ，第３主成分は解釈不能とする。
　１－２　業種タイプにおける地理空間的パターン
　主成分スコアの分布図をもとに，第１主成分「地域住民の衣食住を支持する普遍的機能単位の変
化量」および第２主成分「飲食サービス機能単位の変化量」における分布の地域的差異を観察して
みよう。前述のとおり，標準化されていない正数スコアは業種分野の重み付事業所数が増加した地
区を，反対に負数スコアはそれが減少した地区を区別する。
　第１主成分：図－３の分布図によれば，全地区の７割程度が負数スコアをとり，一様に機能単位
を減少させたという状況や，他方の側面では約半数の変化量が極少であるという状況が確認できよ
う。この図が示すように，負数スコアが広く分布し，地理空間的パターンを支配している。とりわ
図－２　第２主成分スコアの順位・規模分布
第31位～第224位のプロットは省略。
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け当地域の都市的地区である黒磯・大田原・西那須野・烏山の負数スコアが最も大きく，地方町的
性格を帯びる黒羽・黒田原・下塩原・馬頭・小川・東那須野・湯本・伊王野などがこれに続く。地
理空間的パターンの一番の特徴は以上に述べたとおりである。
　他方の正数スコアも地域全体的に分布する。ただし，比較的大なるスコアの分布は北部地域に多
くみられる。那須高原リゾート地の中心部で交通動脈の那須街道に沿う田代，アウトレットモール
が立地した塩野崎の両地区がその代表格であり，最大のスコアを示す。このほか，田代と同じよう
に観光リゾート地区である室野井・池田・大沢の場合もやや大きなスコアを示す。西那須野と黒磯
図－３　第１主成分スコアの地理空間的分布
Ki：黒磯，Ky：烏山，Ns：西那須野，Ot：大田原，A：芦野，B：馬頭，H：東那須野，I：伊王野，
K1：上厚崎，K2：黒田原，K3：黒羽，N1：中塩原，N2：中田原，O1：大金，O2：小川，S1：下塩
原，S2：下石上，S3：塩野崎，S4：佐久山，S5：島方，S6：佐良土，S7：須佐木，T：田代，Y：湯
本。経緯度は那須地域の東西南北４端。
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のそれぞれの近郊にある二区・三区・四区および上厚崎・青木の場合もやや大きなスコアが分布す
る。
　第２主成分：全地区の約８割が正数スコアの範囲にある。図－４にみるように，それは地域全体
にわたって広く分布している。この状況は飲食サービス業全般の広範囲にわたる発展を如実に物語
る。それでも，大きな正数スコアは北部地域に多く，大田原と西那須野が最大のスコアを示す。こ
の二つの都市的地区の場合は幹線道路指向のロードサイド店舗集積によるところが大きい。大田原
では国道400号・市役所通り・インターチェンジ通り・国道461号に沿って，また西那須野では国
道４号と400号に沿って出店が増えてきた（花塚，1997；西那須野町史編さん委員会，1997）。そ
の他の主な地区についてみれば，田代・池田・室野井の場合は観光リゾート地化，上厚崎・埼玉・
図－４　第２主成分スコアの地理空間的分布
Ki：黒磯，Ns：西那須野，Ot：大田原，A：青木，H：東那須野，I1：一区，I2：井口，I3：池田，
K：上厚崎，M：室野井，N1：中田原，N2：鍋掛，S1：下塩原，S2：埼玉，T：田代，U：薄葉
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鍋掛・青木・井口・一区の場合は黒磯と西那須野などの都市的地区の郊外化，東那須野の場合は新
幹線開業による発展が考えられる。他方，負数スコアの地区は比較的少数である。そのなかでは黒
磯と下塩原がかなりの負数を示している。黒磯の場合は顕著な郊外化にともなう旧市街の空洞化，
下塩原の場合は地場産業の低迷が招いた深刻な人口減少４）が近因であるに違いない。
　１－３　年次変化の背景
　これまでに述べた二つの主成分は中心地機能の立地変化を要約した有効な尺度であるから，その
有意味性を考慮しつつ主成分の背景について述べておこう。ただし，記述の焦点は関連資料が利用
可能である小売業の分野に限られる。
　さて，本稿でとり上げた大分類買物系の88小分類業種では1978年に4488軒，2010年に2302軒の
事業所が立地していたから，この32年間に2186軒もの多数の小売店が減少したことになる。内訳
では，コンビニエンスストアやホームセンターのような新規参入業種を含む一部業種では増加した
ものの，衣食住全般にわたる大部分の業種では減少した（表－３）。とりわけ荒物雑貨の減少が際
立っている。
　ところで，公式の商業統計調査により，那須地域の1970年以降における小売業事業所数の変化
をみると，1982年までは小幅な増加が続いていたが，1982年以後は減少に転じ，近年まで右肩下
がりの傾向が続く。1982年の転換期までは年平均にして29軒の増加，それ以降は同じく57軒の減
少である。図－５は同じ官庁統計により作成した，経営組織および従業者規模による内訳数の推移
を示している。このグラフにみるように，那須地域の1980年代前半期から続いている小売店の減
少が，個人店と小規模店の減少によっていることは明らかである。しかし，小売店の減少は，すな
わち，小売業の衰退を決して意味するものではない。図－６に示すように，従業者数と売場面積の
表－３　事業所数の増減幅が大きい小分類業種の一例（買物系）
業 種 名 事業所数（軒） 業 種 名 事業所数（軒） 
1978年 2010年 増減 1978年 2010年 増減 
A07コンビニエンスストア     －    99  ＋99 A03燃料   133    93 －40 
A08自動車販売    64   139 ＋75 A03はき物    50     5 －45 
A03薬局・くすり    73   128 ＋55 A01衣料品・洋品・帽子   163   117 －46 
A05装飾    23    54 ＋31 A01寝具・綿    73    24 －49 
A03ホームセンタ  ー   －    25 ＋25 A04文房具・学校教材   90    35 －55 
    A02肉  133    75 －58 
A02米・雑穀    53    26 －27 A04豆腐    79    21 －58 
A03給油所・石油販売等   157   128 －29 A02青果物・青物市場   102    43 －59 
A06みやげ品    71    42 －29 A02酒  231   167 －64 
A01編物    33     3 －30 A03電気器具   174    99 －75 
A06がん具    42    11 －31 A01呉服   139    56 －83 
A02牛乳・乳製品等    69    37 －32 A08自転車   129    46 －83 
A01洋裁・洋装    43     9 －34 A02鮮魚・鮮魚市場   185    64 －121 
A03金物・刃物    73    38 －35 A02菓子・パン   253   118 －135 
A01洋服   128    90 －38 A02食料品   272    69 －203 
A02乾物    41     3 －38 A03荒物雑貨   480    55 －425 
±25軒以上を示す。中分類業種コードは表－１参照。 
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推移によれば，これら指標値は1980年代以降でも増加傾向を継続させているのである。売場面積
は増勢を強めてきたようにさえみえる。
　以上のように，小売機能単位は個人経営の小規模店を主にたしかに減少してきた。簡単にい
えば，都市的地区における商店街の衰退とシャッター通りの出現，農山村地区における食料雑
貨商の店仕まいである。しかし，個人店・小規模店に代わって大型店が当地域の小売機能を維
持してきた。那須地域では1960年代末に開業した烏山のスーパーが最も早期の大型店であった
とみられる５）。1970年代になるとその他の都市的地区でもスーパー，家具専門大型店が出店し
た。しかし，立地場所は旧市街の外側に出ることはなかった。その後1980年代以降，とくに
1990年代に入ると都市的地区に加え，その近郊地区や小川・馬頭などの地方町的地区でも旧
市街縁辺の幹線道路のロードサイドに大型店が次第に立地するようになった。さらには2000
年の大店立地法が大型店の進出に拍車をかけた。今日，大型店の立地区画では大規模駐車場
をそなえた郊外型百貨店や総合スーパー（GMS），食品スーパー，ホームセンター，家電・
図－５　那須地域における小売業事業所数の経年変化
〔資料〕栃木県『栃木県の商業（商業統計調査結果報告）』により作成。飲食店を除く。
図－６　那須地域における小売業従業者数および売場面積の経年変化
〔資料〕図－５に同じ。
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家具・衣料品・カー用品専門店などのいくつかが建ち並び，クルマ社会の商業的核を形成し
ている。他方，塩野崎の大型店は高速道路指向・観光地タイプのアウトレットモールである。
表－４　那須地域における大型小売店店舗面積の経年変化
表－４　那須地域における大型小売店店舗面積の経年変化
地 区 名 1983年 1988年 1999年 2004年 2009年 
大田原    30134 (16)   27964(13)   66148(22) 65671(17) 69392(19) 
加治屋 802 (1) 802 (1) － 6592 (2) 8592 (3)  
中田原 － － － －   1116 (1) 
薄葉 － － 750 (1) － － 
黒磯 8686 (8) 10717 (8) 34843 (13) 41780 (12) 62646 (13) 
島方 － － － － 18024 (1) 
塩野崎 － － － － 20875 (1) 
鍋掛 － － 2450 (2) 1662 (1) 11132 (2) 
田野倉 － － － 2072 (1) 2072 (1) 
烏山 4263 (3) 4212 (3) 5765 (4) 15270 (5) 15270 (5) 
馬頭 － － 2413 (1) 2079 (1) 2079 (1) 
小川 － － 7146 (4) 7146 (4) 7146 (4) 
黒羽 － － 974 (1) － － 
高久 － － 10860 (1) 10860 (1) 10860 (1) 
西那須野 11462 (9) 12434 (10) 34494 (20) 29761 (10) 37251 (13) 
一区 － － 939 (1) 1746 (1) 1746 (1) 
三区 － －          － 1492 (1) 1492 (1) 
関谷 － － 2539 (1) 2539 (1) 2539 (1) 
合  計  55347 (37)  56129 (35) 169321 (71) 188670 (57) 272232 (68) 
〔資料〕栃木県『地域購買動向調査報告書』（第７回，第9回，第12～14回）により 
作成。単位：平方メートル。1983～99年は第一種・第二種店舗の合計。(  )は大型 
小売店舗数。 
　当地域における大型店の地区別・年次別立地状況を示した表－４によれば６），店舗面積は地域全
体として確実に増大したこと，とくに2000年代に入ってからの伸びが大きいことや，都市的地区
に集中していた店舗立地がやがて近郊地区や地方町的地区に広まったという変化が読みとれよう。
前述のとおり，第１主成分スコアの分布では黒磯・大田原・西那須野・烏山の都市的地区が極端な
負数スコアを示していた。このような衣食住全般にわたる店舗数激減という大きな穴を開けたの
も，また，それを埋め合わせたのもまさに大型店とモータリゼーションの相互作用にほかならない
といえる７）。
２．中心地機能の種類数における年次変化
　本節では中心地機能の立地変化を業種多様性の側面から考察する。那須地域に展開する中心地機
能が1978年の348業種，2010年の396業種（ともに小分類）で構成されるという状況において，こ
れらの地区別資料の分析をもとに，中心地機能の業種多様性は両年次の間でどう変化したかを検討
する。
　まずは前節と同じように，中分類別・地区別小分類業種数の年次変化量を計算し，資料集合を作
成する。この変化量 yij（i＝1,...,36；j＝1,...,254）は，中分類 i ，地区 j の2010年における小分類
業種数から1978年における小分類業種数を引いた差である。この際，yij の統計的分布をみるため，
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中分類単位での5, 50, 95パーセンタイルを表現すると（図－７），大部分の中分類では分布の幅が
小さく，各々の分布の形状は相似する。そこで，すべての中分類を込みにして単純に合算し，全分
類にわたる変化量を求める。
　図－８はそのように集計した地区ごとの小分類業種数変化量 yj を，起点である1978年における
小分類業種数との関係で作成した散布図である。この図によると，yj の最大値は鍋掛の＋56，最小
値は馬頭の－28である。まず，yj の増減の違いでみれば，正の値をとる増加地区は146地区，負の
値をとる減少地区は87地区あり，その他に増減なしの21地区がある。このとおり，業種増加地区
が多数を占めている。うち＋25以上の大幅な増加地区は鍋掛をはじめ15あり，後述のように北部
地域に偏在する。他方，1978年における業種数が100の大台を超える，都市的地区と地方町的地区
は大半がかなりの減少を示している。一方，yj の大きさの違いでみれば，±９以下が198地区，±10
以上が56地区あり，増減幅の小さな地区が多数を占める。
図－７　中分類業種単位で作成した小分類業種数変化量の5, 50, 95パーセンタイル表示
中分類業種コードは表－１参照。
図－８　小分類業種数変化量と1978年の小分類業種数の関係
1978年に事業所をもたなかった９地区は除く。
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　図－９が示すように，全体の58パーセントとなる増加地区が当地域に広く分布している。それで
も大幅な増加地区は北部地域に集中する。具体的には那須町の田代・池田・室野井，旧黒磯市の鍋
掛・上厚崎・埼玉・塩野崎・東原・青木，旧西那須野町の二区・井口・一区・三区・四区である。
これらは那須高原の観光リゾート地区や黒磯・西那須野・大田原の近郊地区，産業団地の開発地区
などからなる。一方，業種減少地区も当地域のかなりの部分を覆っている。とくにまとまった分布
は東部地域の八溝山地一帯においてみられる。
　ところで，各地区における yj  の内訳を中分類ではなく大分類の単位で大まかに区分してみる
と，暮らし系の顕著な増加がはっきりする。繰り返しになるが，当地域における小分類業種数は
1978年の348，2010年の396であるから，この間の業種数は48の増加であった。さらに，大分類単
図－９　小分類業種数変化量の地理空間的分布
Ky：烏山，A：青木，B：馬頭，H：東原，I1：一区，I2：井口，I3：池田，K1：加治屋，K2：上厚崎，
M：室野井，N1：二区，N2：鍋掛，S1：三区，S2：塩野崎，S3：埼玉，T：田代，Y：四区
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位でみると，買物系（Ａ）は79から82への３業種の増加，暮らし系（Ｂ）は130から162への32業
種の増加，製造・卸系（Ｃ）は135から148への13業種の増加であった。官公署（Ｄ）は増減なしであっ
た。ここから，当地域における業種多様性の強化は，主として暮らし系に属する新規業種の参入に
よって生じたことがわかる。
　暮らし系業種の増加は地域全体に広がる。それは178の地区で増加したが，うち166の地区（全
体の65パーセント）では暮らし系が他の大分類を上回って第１位の増加数を示す。このように暮
らし系の顕著な業種増加は，個々の地区の状況を例示した表－５からも首肯できるところである。
業種数を大幅に減らした黒磯・黒田原・烏山の３地区にあっても暮らし系だけは相当数の増加を示
している。大分類の暮らし系はサービス業と住宅関連産業を中心に，飲食業・運輸通信業・金融保
険業などからなる分野である。
３．中心地階層における年次変化
　以上の研究結果をふまえ本節では，中心地機能の立地からみた中心地施設階層８）の年次変化につ
いて考察を加えよう。第１は，対象各年次の時系列断面で中心地の階層区分を繰り返す。第２は，
中心地階層の年次変化とその背景を分析的に考察する。中心地階層の問題は中心地の実証的研究に
おける最重要な検討項目の一つである９）。
　３－１　対象２年次における中心地階層区分
　中心地階層区分を行うにあたっては，中心地と非中心地を区別する明確な境界基準を置かなくて
はならない。北米および日本国内での事例研究をレビューし，中心地が備えるべき資格要件を考察
した山田（1986，pp.161-164）によれば，北米の実証研究では人口約10人の小村〔hamlet〕あるい
は「よろず屋〔grocery, general store〕」１軒のみの小村，といった細規模の中心地をも研究対象に
含めようとする考え方が共通するという。本稿でもこのような北米の研究者による，客観性の高い
基準に寄り掛かることにしよう。すなわち，中心地機能を担う事業所が１軒でもあればそこは小な
りといえども１個の中心地として認定し，他方それ以外の，事業所がまったく立地しない地区は非
中心地として認定するのである。この基準の適用により，那須地域の全254地区は，1978年におけ
る245中心地と９非中心地に，2010年における246中心地と８非中心地にそれぞれ区別される。
表－５　小分類業種数の増減幅が大きい地区の一例
地区名 業種数変化量 地区名 業種数変化量 
A B C D 合計 A B C D 合計 
鍋掛 +1 +38 +16  +1 +56 黒磯 -3 +10 -18 -1 -12 
田代 +14 +32  +7  +1 +54 伊王野 -9 -4  +1   0 -12 
二区  +8 +28 +14   0 +50 中野内 -10 -2 -1   0 -13 
上厚崎  +7 +39  +3   0 +49 大金 -9 -3 -2   0 -14 
井口  +7 +33  +6   0 +46 黒田原 -14 +12 -13 -2 -17 
一区 +13 +25  +2   0 +40 下塩原 -10 -10   0 -2 -22 
池田 +14 +24  +1   0 +39 健武 -10 -7 -6   0 -23 
三区  +7 +16 +11  +1 +35 黒羽 -8 -4 -11 -1 -24 
埼玉   0 +28  +5   0 +33 烏山 -6 +4 -25   0 -27 
塩野崎 +17 +12  +3   0 +32 馬頭 -6 -7 -13 -2 -28 
    A：買物系，B：暮らし系，C：製造・卸系，D：官公署。最大値・最小値からの10地区を示す。 
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　階層区分の方法は次のとおりである。まず，これまでの職業別電話帳を用いた作業と簡単な立地
分析で得られた各地区の事業所数，小分類業種数および多角化係数の資料を年次別に一括集計し，
次いで，個々の資料行列（245×３，246×３）に対して統計的方法のクラスター分析を適用する。
事業所数は中心地機能のサイズの，小分類業種数は中心地機能の種類数の，多角化係数はサイズの
重みで調整した中心地機能の多様性の測定指標である。以上により，似た者同士を集めた中心地の
グループ≒中心地階層が区分できるようになる。
　クラスター分析で用いる手法は階層的手法のウォード法である。ウォード法は広い範囲で良好な
結果を与える標準的手法として知られており（鷲尾・大橋，1989，p.206），階層的手法では最も精
度がよく，より明確なクラスターを作る点が評価される（新納，2007，p.68；青木，2009，p.229）。
それゆえウォード法によって，ユークリッド空間上の点として与えた245個の地区（1978年），お
よび246個の地区（2010年）をそれぞれクラスターに区分するが，上述した区分指標は単位系が異
なるため，統計計算では各変量の平均は０，分散は１に標準化される。
図－10　クラスターの併合にともなう非類似度の増大
　図－10は，クラスター分析の結果からクラスターの併合にともなう非類似度の変化を示したも
のである。この図にみるとおり，両年次とも，非類似度の急増はクラスターの数４から３に併合
（減少）する段階で起きている。ここから，最適なクラスター数は４であると考えてよいことがわ
かる。そこで次には，クラスターの分離状態を確認するため，各年次の区分指標について平均値の
有意差検定を行うと，表－６のとおり，すべての場合に高度な有意差が認められる。これに加え
て，多変量平均ベクトルの差を検定するためのウィルクスのラムダを求めると，1978年にはΛ＝
0.0076，2010年にはΛ＝0.0051，の結果が得られる。これらの統計量はいずれも高度な有意差を示
している。以上要するに，1978年の245中心地は有意味な４個のクラスターに，2010年の246中心
地は同じく有意味な４個のクラスターに区分される，との結論が確認される10）。
　クラスター分析により求めた各クラスターは中心地の階層的レベルを示している。すなわち，
1978年では最低次のc.Ⅰから上位に向かってc.Ⅱ，c.Ⅲ，c.Ⅳまでの４階層に，2010年では最低次のc.1
から上位に向かってc.２，c.３，c.４までの４階層に区分される（表－６）。このようにクラスター
分析から見る限り，当地域における中心地群は両年次とも４階層の序列から成り立つ。中心地の数
は最低次から上位に向かって，1978年の157―77―8―3，2010年の99―122―22―3のとおりである。
1978年の系列はクリスタラー著・江沢訳（1969，p.86，挿入表）に提示される中心地モデルの，低
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次ランクの中心地ほど多く，高次ランクの中心地ほど少ないというピラミッド型構造を示している
が，2010年になると，系列はc.１よりc.2のほうが膨らみをもっており，ツボ型構造に変化する。
　表－７は各年次における階層区分をクロス表の形でまとめたものである。これによれば，当地域
の最高次中心地は大田原・黒磯・西那須野の３地区にまったく限定されており，両年次で一致す
る。このことより，４階層の序列は両年次の間できちんと対応するものとして考察を進めよう。
　3－2　中心地階層の変化分析
　那須地域では対象２年次ともに非中心地である地区は３地区を数える。以下では，それらの非中
心地を除く251の中心地について，各個が属する階層ランクはどう変化したか，その結果として中
心地の階層構造はどう変化したかを検討する。
　階層ランクの年次変化をもとにすれば，251の中心地は三つのグループに分類される（表－７）。
第１は，両年次のランクが同等の「階層ランク不変」グループであり，165中心地（全中心地の66
パーセント）が属している。第２は，より上位の階層に変化した「階層ランク上昇」グループであ
る。これにはc.Ⅰからc.２，c.３への60中心地，c.Ⅱからc.3への13中心地，非中心地からc.１，c.２
に転じた６中心地の計79中心地（32パーセント）が属している。第３は「階層ランク下降」グルー
プであり，c.Ⅱからc.１への２中心地，c.Ⅰから非中心地に転じた５中心地の計７中心地が属して
いる。
　以上要するに，階層ランク不変の第１グループが全中心地のほぼ３分の２を占めている。1978
年における最高次中心地c.Ⅳと高次中心地c.Ⅲのすべてはランクを保持したまま不変であり，この
グループに含まれる。これに対して第２，第３グループの中心地が階層構造の変化を生ぜしめた。
階層ランクが低下したか，あるいは中心地の資格が消失したかの第３グループは思いのほかに少数
である。その一方，階層ランクが上昇した第２グループは全中心地の３分の１程度と多数に及び，
ピラミッド型からツボ型への構造変化の主原因をなしている。
　このようなことから，階層ランク上昇の第２グループに焦点を合わせ，このグループに属する中
心地の共通性を探りたい。このため，第２グループの79中心地とその他の172中心地の分離を特徴
表－６　クラスター分析で用いた区分指標の中心地階層別平均値と有意差検定
   A. 1978年 
区分指標 c.Ⅰ c.Ⅱ c.Ⅲ c.Ⅳ 有意差検定 
事業所数       8.1 
   ( 1～31) 
     49.3 
  (10～147) 
    496.4 
  (277～1047) 
    1933.7 
 (1646～2189) 
F = 91.7*** 
小分類業種数       6.7 
    ( 1～21) 
     30.3 
   ( 9～67) 
    127.1 
   (82～200) 
     237.0 
  (234～243) 
F =1712.5*** 
多角化係数      0.107 
(0.001～0.245) 
     0.347 
(0.219～0.582) 
     0.661 
(0.524～0.717) 
     0.781 
(0.766～0.809) 
F = 684.5*** 
B. 2010年 
区分指標 c.１ c.２ c.３ c.４ 有意差検定 
事業所数       5.4 
   ( 1～15) 
     32.0 
   ( 5～112) 
    191.6 
  (89～1047) 
    1428.3 
(1349～1565) 
F = 191.4*** 
小分類業種数       4.8 
    ( 1～14) 
     23.7 
   ( 5～56) 
     89.1 
  (57～174 ) 
     237.7 
 (223～250) 
F = 384.1*** 
多角化係数      0.054 
(0.002～0.114) 
     0.241 
(0.114～0.455) 
     0.506 
(0.374～0.671) 
     0.695 
(0.667～0.723) 
F = 694.4*** 
（ ）は変動幅，***は0.1パーセント有意を示す。 
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づける因子は何であるかを，統計的方法の２群判別分析を用いて検討する。もっとも，今ここでは
手持資料が不足しており，判別に用いる説明変数は中心地機能の年次変化量を示す変数に制限され
る。まずは第１節で求めた第１主成分スコア（z1）と第２主成分スコア（z2），それに第２節で用い
表－７　 那須地域における1978年の中心地階層（c.Ⅰ～c.Ⅳ）と2010年の中心地階層
（c.1～c.4）との対比
 nc. c.1 c.2 c.3 c.4 
 
nc. 
赤瀬, 木曽
畑中，細竹 
渡辺, 亀山, 曲田, 小白井, 遅野沢 曲畑 
 
  
 
 
 
 
 
 
c.Ⅰ 
岡,小河原,
木佐美,川
上, 大畑  
滝岡, 花園, 宇田川, 荻野目,町島, 荒井, 戸野
内, 練貫, 奥沢, 乙連沢,倉骨,鹿畑, 北大和久, 
平沢, 藤沢, 鳥野目, 小結, 三本木,笹沼, 北和
田, 波立,中内, 無栗屋, 上郷屋, 鹿野崎, 唐杉, 
北弥六, 上大塚新田, 山中新田, 鴫内, 湯宮, 箭
坪, 油井, 洞島, 上川井, 岩子, 高瀬, 森田, 小
塙, 大里, 福岡, 宇井, 大木須, 小原沢, 烏山大
沢, 横枕, 烏山白久, 滝, 落合, 大那地, 盛泉, 
吉田, 高岡, 片平, 東戸田, 恩田, 薬利, 浄法寺, 
新宿, 品川, 片田, 矢倉, 亀久, 余瀬, 両郷, 川
田, 久野又, 大久保, 寺宿, 雲岩寺, 南方, 横岡, 
豊原, 蓑沢, 梓, 大和須, 睦家, 梁瀬, 沼野井, 
東岩崎, 西遅沢, 東遅沢, 関根, 東関根, 千本松, 
折戸, 下大貫, 高阿津, 蟇沼, 横林, 上横林, 湯
本塩原  
滝沢, 今泉, 小滝, 富池, 大神, 
福原, 沼野田和, 下中野, 上中
野, 塩野崎, 前弥六, 沓掛, 佐野, 
箕輪, 西岩崎, 寺子, 野間, 熊田, 
月次, 南大和久, 藤田, 三箇,下
川井, 志鳥, 南那須東原, 八ヶ
代, 鴻野山, 小倉, 下境, 小木須, 
矢又, 和見, 久那瀬, 松野, 富山, 
谷川, 三輪, 芳井, 小川白久, 狭
原, 堀之内, 北滝, 蜂巣, 桧木沢, 
河原, 大輪, 那須町大沢, 夕狩, 
成沢, 寄居, 富岡, 稲沢, 槻沢, 
高柳, 四区, 接骨木, 下田野, 宇
都野, 上塩原 
井口  
 
 
 
 
 
 
 
c.Ⅱ  
 
 片府田，八塩 加治屋, 親園, 実取, 市野沢, 上
奥沢, 南金丸, 北金丸, 羽田, 上
石上, 佐久山, 黒磯東原, 高林, 
木綿畑, 百村, 板室, 青木, 戸田, 
越堀, 田野倉, 大金, 上境, 宮原, 
大桶, 谷浅見, 中山, 滝田, 興野, 
神長, 野上, 向田, 健武, 小口, 
北向田, 大内, 大山田上郷, 大山
田下郷, 小砂, 谷田, 湯津上, 佐
良土, 蛭畑, 蛭田, 小船渡, 北野
上, 寒井, 中野内, 須佐木, 須賀
川, 田中, 室野井, 池田, 大島, 
迯室, 芦野, 伊王野, 西富山, 石
林, 三区, 二ッ室, 金沢, 上大貫, 
中塩原 
中田原 ,薄
葉, 下石上, 
上厚崎, 下
厚崎, 埼玉,
島方, 鍋掛,
高久, 田代,
一区, 二区,
関谷 
 
 
 
c.Ⅲ 
 
   東那須野 ,
烏山, 馬頭,
小川, 黒羽,
黒田原, 湯
本, 下塩原  
 
 
c.Ⅳ 
 
    大田原,
黒磯, 西
那須野  
nc.は非中心地。  は階層ランク不変，  は階層ランク上昇，  は階層ランク下降の各グループ。 
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た小分類業種数変化量（y）の３変数をとり込んでみよう。ただし，この３変数は単位系が合致し
ないから，各変量の平均を０，分散を１に標準化して判別関数を計算する。これにより得られた判
別関数は
w＝0.120z1－0.111z2＋1.004y＋C
となる。上式の有意性検定の統計量はF＝13.873であるが，この値は0.1パーセント水準における自
由度3, 247の確率限界値を上回るので，判別関数は高度に有意である。また，各変数の平均値は
z1 z2 y
第２グループ 0.208 0.173 0.553
第１・第３グループ －0.096 －0.080 －0.254
である。それゆえ，判別関数の係数値が大きく，平均の差も大きい y が判別関数に寄与してい
る11）。すなわち，第２グループの中心地は小分類業種数の増加を共通性としてもっている。ここか
ら，中心地機能の業種多様化が階層ランクの上昇につながったという事実が示唆される。
　さて，上述の２群判別をさらに詳細に検討するため，中分類単位で細分した小分類業種数変化量
（yA～yD）の４変数を用いて再度，分析を試みよう。この際，判別に寄与しない変数をとり除くこ
とのできる変数選択法を適用することとし，各変量の平均を０，分散を１に標準化して計算する。
分析で得られた判別関数は
w＝0.835yB＋0.381yC＋C
となる。この式の有意性検定のための統計量はF＝20.179であり，0.1パーセント水準における自由
度2,248の確率限界値を上回るので，判別関数は高度に有意である。また，説明変数の平均値は
yB yC
第２グループ 0.517 0.340
第１・第３グループ －0.237 －0.156
のとおりである。この結果により，yB と yC の２変数が判別関数に寄与し，両者の比較では yB の寄
与が大である12）。すなわち，暮らし系と製造・卸系部門の業種多様化が，第２グループの階層ラン
ク上昇に結びついたという事実が示唆される。
　３－３　階層ランク上昇中心地の地理的条件
　上述のとおり，階層ランク上昇グループの中心地は業種数と事業所数双方の年次変化の点で，一
定の共通性をもっている。しかし，階層ランク上昇にかかわる個々の中心地の条件はさまざまであ
り，地域的差異が見出される。いずれも作業仮説の域を出るものではないが，こうした〈上昇中心
地〉の発生にかかわると考えられる地理的条件の数例をとり上げてみよう。
　１．都市的集落の郊外化――当地域に点在する多数の中心地でも最大級の都市的集落は大田原・
黒磯・西那須野の３市街である13）。都市化の遠心力によって，これらの市街の人口は分散し，都市
的産業は移転し，郊外化が進展した。この変化過程で３市街の傘下には新しい町，すなわち近郊中
心地が発達した。図－11にみるように，階層ランク上昇グループの79中心地は地域全体にわたっ
て分布するが，北部地域の３市街周辺に集中する，c.Ⅱからc.３にランクを上げた中心地群はまさ
しく近郊中心地の適例である。大田原に対する中田原・薄葉，黒磯に対する上厚崎・下厚崎・埼
玉・鍋掛・高久，西那須野に対する一区・二区などがあり，３市街の半径約６キロ圏内に位置す
る。
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　２．産業団地開発――栃木県による地域開発計画のもとに工業化が図られてきた。那須地域では
1974年に分譲を始めた下石上の野崎工業団地をはじめとして，15の工業団地14）が造成された。階
層ランク上昇グループには工業団地が立地する８中心地―下石上・中田原・下厚崎・藤田・四区・
井口・下田野・関谷―が含まれる。そこでは製造・卸系だけでなく，随伴する暮らし系と買物系業
種の立地が階層ランク上昇の推進因となった。一方，1995年に分譲を始めた塩野崎の工業団地は，
バブル経済崩壊後の長引く景気低迷のために用途を変更し，流通産業団地となったもので，既述し
たリゾート型アウトレットモールが2008年に開業している。
　３．観光リゾート開発――那須火山群の山麓に開ける那須高原はすでに戦前からの観光地であっ
たが，首都圏でも指折りの観光リゾート地として目覚しい発展をとげたのは1980年代以降であ
る（椿，2009，pp.268-271）。1974年の東北自動車道開通，1982年の東北新幹線開業はもとより，
図－11　那須地域における中心地の階層分化（1978～2010年）
Ki：黒磯，Ns：西那須野，Ot：大田原
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1970年代に普及の幅を広げていたモータリゼーションの影響をうけたことは改めて述べる必要も
ない。交通イノベーションによって，首都圏における当地域への到達性は格段に向上し，以前にも
増して大勢の観光客が訪れるようになった。レジャースポット，保養地や幹線道路周辺には観光事
業をもつ中心地が発達している。階層ランク上昇グループでは田代を筆頭に，西岩崎・高久・大
沢・夕狩の５例がある。
　４．自動車の脈打つ流れ――那須地域でもおよそ2000年ごろまでの約30年間に，マイカーの保
有と利用が増え続けた（奥井，2012，pp.71-73）。地域住民が発生させるローカル交通に，地域外
から押し寄せる自家用車や観光バス等の流入交通と通過交通が加わって，幹線道路の交通量も増え
続けてきた（表－８）。交通量増大に即応する形で，幹線道路沿いには小売・サービス業のロード
サイド施設からなる商業的核が発生し，新しい結節点となって機能してきた。国道400号ルートの
関谷バイパス開通（2000年）にともなう関谷と下田野の発展は類例の一つといってもよい。むろん，
交通条件の変化は階層ランク上昇中心地のみならず，その他にも通じる基礎的要因ではある。
４．む す び
　現代日本の地方圏における諸地域は1970年代に始まるモータリゼーションの急激な進展によっ
て，大きな変化をとげてきた。この地域変化の様相を，モータリゼーションの典型的な先進地域で
ある栃木県那須地域を事例として考察した。当地域に展開する中心地機能の約30年における変化
とともに，中心地の施設階層の変化を統計的に検討してみたが，中心地機能の立地と中心地の階層
構造において生じた変化はモータリゼーションの影響を強く反映していた。
　那須地域に立地する中心地機能のサイズの変化は二つの異なる尺度によって把握されうる。第１
の尺度は地域住民の衣食住を支持する普遍的機能単位の変化量である。当地域の都市的地区である
黒磯・大田原・西那須野・烏山ではその機能単位が激減し，地方町的性格の黒羽・黒田原・下塩
原・馬頭・小川・東那須野・湯本・伊王野でもかなりの減少を示す。物販部門に限っていえば，こ
れらの地区の機能単位の，大幅な減少の原因は小規模な個人店の減少に帰する。しかし，このこと
表－８　那須地域における幹線交通量の年次変化
地区名 昼間12時間自動車類交通量（台） 伸び率 路線番号（路線名など） 
1977年(a) 1994年 2010年(b)  b/a 
1 薄葉     419    1351    2412    5.8 県92（滝沢・野崎停車場線） 
 2 西岩崎    1430    5082    6469    4.5 主30（矢板・那須線） 
 3 寄居     657    1507    2662    4.1 国294（陸羽街道） 
 4 矢又     583    1880    2326  4.0 国293 
 5 下中野    3148    9657   10917    3.5 主53（大田原・高林線） 
 6 接骨木     796    2066    2459    3.1 県259（折戸・西那須野線） 
7 田代    3732    8379    9692    2.6 主17（那須高原線） 
8 藤田     943    2331    2325    2.5 県222（熊田・喜連川線） 
9 中田原    4330    8589   10399    2.4 主72（大田原・芦野線） 
10 那須町大沢     675     592    1281    1.9 主68（那須・西郷線） 
11 北滝     984    1479    1565    1.6 主27（那須・黒羽・茂木線） 
建設省・国土交通省および栃木県『道路交通センサス一般交通量調査報告』（昭和52・平成６・ 
平成22年度）により作成。階層ランク上昇グループの年次間比較ができる全観測地点での交通 
量。国は国道，主は主要地方道，県は県道。 
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は小売機能の衰退を意味しない。個人店に代わる大型店が幹線道路沿いに進出し，これにその他の
ロードサイド店も加わって新しい商業的核が発生したのである。一方，第２の尺度は飲食サービス
機能単位の変化量である。サービス業全般の順調な発展ぶりが反映し，約８割の地区が機能単位を
増加させた。それが最も大きな大田原と西那須野では，国道その他の幹線道路沿線にロードサイド
施設が軒を連ねる。第１の尺度のように，北部地域には増加量を示す地区が圧倒的に多い。
　中心地機能の種類数の変化では，業種増加地区が過半の約６割を占め，那須地域に広く分布する
が，大幅な増加地区は北部地域に集中する。そこには那須高原の観光リゾート地区，黒磯・西那須
野・大田原の近郊地区，産業団地の開発地区が含まれている。他方の業種減少地区も偏在せずに当
地域に広く分布するが，とりわけ東部地域の八溝山地一帯は減少地区によって占められている。業
種多様化は主にサービス業と製造業分野の新しい業種の参入によって生じたものである。
　中心地の施設階層では，４個の階層からなる序列は変化していない。大田原・黒磯・西那須野の
３中心地は第４階層のランクを，これに次ぐ烏山・東那須野・馬頭・小川・黒羽・黒田原・湯本・
下塩原の８中心地は第３階層のランクを保持したままである。また，中心地の数もほとんど変化し
ていない。しかし，全体のほぼ３分の１に当たる中心地が階層ランクを一つ，または二つ上げたこ
とによって，中心地モデルのピラミッド型構造はくずれ，ツボ型構造に変化した。この変化を生ぜ
しめた階層ランク上昇中心地は，中心地機能のサイズの増大よりもむしろその業種の多様化を共通
性としてもっている。こうした上昇中心地を発生させたと考えられる地理的条件は多様である。都
市的集落の郊外化や産業団地開発，観光リゾート開発，幹線道路交通の高まりを例示してみたが，
これらの条件が1970年代以降に顕在化した高度なモータリゼーションの進展から来ていることは
うたがいのないところである。
　中心地階層の変化に関する研究結果は，中心地の跛行的成長〔differential growth〕仮説を部分的
であるにしても支持していないように思われる。八溝山地一帯で典型的にみられたように，階層ラ
ンクの低い中心地の多くはサイズと業種の両面で縮小はしたが，非中心地に転じるほどのことがほ
とんどなかったからである。もっとも，中心地と非中心地を分ける境界基準をもっと厳しいライン
に設定したとすれば，異なる結果が得られたはずである。この点は今後の検討課題としよう。
〈注〉
１）R環境のパッケージプログラムを用いる。以下の統計計算も同様。
２）因子分析での呼称を流用して因子負荷量と呼んだり，主成分負荷量と呼んだりもするが，本稿
では成分負荷量〔component loading〕を用いる。
３）一般に分散共分散行列から求めた第１主成分は分散の大きい変数が大きな重みで寄与し，分散
の小さい変数のもつ情報はほとんど無視されてしまう（奥野ほか，1971，p.202，p.222）。
４）下塩原地区の人口は1982年の3311人，2010年の1809人（住民基本台帳による）。この間の人口
変化率は－45パーセントであった。同期間における那須地域全体の人口変化率は＋10パーセ
ント，黒磯地区の人口変化率は－５パーセントであった。
５）栃木県中小企業課調べ（1977年）によると，旧・烏山町金井１丁目所在のライオン堂烏山店（売
場面積2475平方メートル）が1969年11月に開店している。
６）1970年代の調査年については第二種店舗に関する資料不詳のため，この表では示されない。
７）松田ほか（2004）は富山県砺波地域に位置する福光・福野・砺波の３市街での実地調査をも
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とに，古くから続く中心商業地の衰退，商業のロードサイド化の状況をつぶさに説明してい
る。
８）中心地機能施設の分析によって生じた中心地の階層的レベル。補完領域の巣状構造にもとづく
中心地の勢力圏階層とは区別される（森川，1980，pp.170-175）。
９）那須地域の中心地階層をめぐる研究の事例としては，商業統計調査の大字または町割別結果を
もとに，那須野盆地（大田原・黒羽・湯津上）における小売商業の地域分化―中心地施設階層
―を系統づけた松井（1971），買物アンケート調査の結果をもとに，那須北部地域における商
圏の階層分化を考察した松井（1973）および同調査結果から商圏構成因子に言及した中川編
（1971）があり，後二者は中心地勢力圏階層の研究である。以上の３編はモータリゼーション
始動期における中心地を対象としている。
10）クラスターの併合過程を示す樹状図は紙面の都合で省略するが，クラスター数４以降の併合
を記せば次のとおりである。まず，1978年はクラスター数３の段階でc.３とc.４が併合し，そ
の次の段階ではc.１とc.２が併合する。また，2010年はクラスター数３の段階でc.１とc.２が併
合，その次の段階ではc.３とc.４が併合する。
11）説明変数間の最大の相関係数は0.400であり，解釈を妨げない程度の大きさである。
12）説明変数間の相関係数は0.248であり，解釈には問題が少ない。
13）那須地域における国勢調査のDID設定区域は大田原・黒磯・西那須野・烏山の４市街に限られ
る。烏山以外の３市街は2010年までDID区域を継続してきたが，烏山は2000年にその資格を
失った。
14）分譲中の３件を含む2010年４月現在の数。栃木県工業団地管理連絡協議会『栃木県産業団地
立地企業一覧（平成22年版）』による。
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